
1 福岡県は伝統的な水田二毛作地帯

福岡県における土地利用型水田農業は､ 水稲＋

裏作麦の伝統的二毛作地帯である｡ 福岡県におけ

る麦類の作付面積は18年産では約20,300�､ 水稲
作付面積のおよそ半分となっており､ 北海道を除

くと佐賀県 (21,300�) についで第２位の地位に
ある｡ しかし､ 今回の品目横断的経営安定対策

(以下 ｢経営政策｣) の対象となる麦類 (ビール麦､

種子麦以外) は､ 都府県では第１位である｡ 福岡

県における18年産麦類作付面積の内訳は小麦16,300�､ 二条大麦3,730�､ 裸麦247�となっている
(農水省資料)｡

2 選択すべき担い手形態の優先順位と留意点

担い手経営安定新法が成立し､ 長期的・継続的

に実施されることを考えると､ 筆者は育成すべき

担い手形態の優先順位と留意点は､ 以下のように

考えている｡

(１) 個別大規模農家 (認定農業者) に農地や

農作業を集積する選択

第一の優先順位は中心となるべき個別大規模農

家への集積である｡ この場合､ 重要な視点は､ 第

一に､ 現状の借入農地の分散状況はどうか､ ほ場

は何枚か､ 通作時間は最大でどれくらいか｡ 分散

しているとすれば､ 効率的に集積する方法はない

か､ JAの農地保有合理化事業をもっと活用する

方法はないのか｡ この事業を使って農地を効率的

に集積した場合､ 受け手である個別大規模農家の

規模拡大は果たしてどれくらいの面積まで可能か｡

JAは担い手の創出と育成に向けて､ 農地保有合

理化事業というツールを使って､ 真正面から向き

合わないと経済事業を含めた他事業への影響はは

かり知れない｡ 第二に､ 地権者が個別大規模農家

に農地を貸すための誘導策にはなにが必要か｡ 第

三に､ 個別大規模農家に農地を集積した場合､ 畦

草刈りは地権者の責務とするのかなど個別大規模

農家と地権者の機能分担について集落全体として

の取り決めも話し合いの重要な項目である｡ これ

を機会に十分話し合って経営対策大綱が示した農

地・水・環境保全対策へ地域全体で取り組みへと

つなげていくべき内容でもある｡ 第四に､ 集落等

での個別大規模農家とそれ以外の農家との共存で

ある｡ これは後述するように重要なポイントであ

る｡

(２) 農業生産法人 (認定農業者) を選択

－究極の姿は特定農業法人－

生産者全員が経営支援の対象となるために､ 農

地を集積すべき個別大規模農家が存在する､ しな

いにかかわらず集落まるごとの農業生産法人化は

有効な選択肢である｡ 農業生産法人について全く

知識がない生産者も多い｡ 集落で購買・販売の

“小さな農協”を作ると考えればイメージし易い｡

留意点として第一に､ 米や麦・大豆の販売は個々

人ではなく法人名義で行うことを全員が確認する

ことである｡ 生産者は､ 麦・大豆の販売は共同機

械利用による作業受託の場合が多く販売が法人名

義でも抵抗は少ない｡ しかし米に関しては自分の

販売名義にこだわることが多いのでこの点の意識

改革には充分時間をかける必要がある｡ 第二に､

個々人の販売金額が農業生産法人の口座に一括し

て振り込まれるため､ 構成員である生産者に対す

る分配基準 (面積基準､ 収量基準など) をどうす

るかを決めておく必要がある｡ 第三に､ 農業生産

法人の会計を誰が行うのかというのがある｡ Ｂ／

Ｓ､ Ｐ／Ｌや税務申告書など財務諸表作成に関し

て大変難しいものだという先入観がある｡ 農作業

日誌､ 農薬などの注文書 (請求書) など基礎とな

る原始証憑があれば最初に作り方を一通り教えれ

ば簡単だという安心感を与えること等がポイント

である｡ こうした説明をした上で､ 究極の姿とし
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て ｢特定農業法人｣ を目標にする必要がある｡ 何

故ならば､ 補助金導入を前提にして設立した共同

利用機械組合など任意組合では､ ２分の１補助金

による機械導入のいきさつから作業受託料金が安

く設定されていること､ また減価償却費も取得額

の概ね２分の１までしか計上できないという制約

から次期更新のための資金が窮屈となっているケー

スが殆どである｡ こうした課題を解決するために

も農用地利用集積準備金制度が活用できる特定農

業法人化の目標は重要である｡

(３) 特定農業団体を選択

農業機械共同利用､ 栽培協定や農地利用調整な

どを行う集落営農組織の発展形態としての選択肢

だが ｢経営主体としての実体を有す｣ がキーワー

ドである｡ 特定農用地利用規程を具備した農用地

利用改善団体 (規約で定める地区内の農地権利者

の３分の２以上が構成員) であることを前提条件

として､ ５年以内の農業法人化や一元的経理など

５要件をみたさなければならない｡ 筆者の本音を

言えば､ ５年以内の法人化であればまず法人を立

ち上げて経営に専念する努力をしたほうがよい｡

(４) 特定農業団体と同様な生産組織の選択

経過措置的なもので､ 特定農業団体の母体とし

ての農用地利用改善団体である必要はないが､ ５

要件はほぼ適用される｡ 担い手要件で最も時間を

かけずに選択できる形態である｡ この場合の ｢経

過措置｣ は､ 農作業受託面積＞生産調整面積×２

分の１を行う生産組織であって､ ｢当分の間｣ と

は検討する段階での到達状況で判断されるが､ 常

識的に考えて３年間ということであろう｡

3 担い手加入申請状況等と系統農協の対応

福岡県農政事務所に申請された麦類の担い手の

加入申請状況 (11月30日現在) は､ まず形態別で

は①認定農業者771経営体 (個別認定農業者704､

法人認定農業者67)､ ②特定農業団体22､ 農作業

受託組織295経営体の計1,088経営体である｡ 他方､

経営規模要件別では①基本原則 (認定農業者４�
以上､ 集落営農20�以上) では958経営体､ ②物
理的特例適用34経営体､ ③所得特例42経営体､ ④

生産調整特例54経営体となっている｡ 面積ベース

での19年産作付計画は､ 18,745� (小麦13,935�､
二条大麦4,534�､ 裸麦276�) の見込みである｡
このほかに､ 19年４月から始まるナラシ対策に加

入しない担い手申請面積が1,400�程度見込まれて
いる｡ 従って､ 単純に18年産麦との比較での面積

カバー率は99％程度になる《(18,745＋1,400)÷

20,300》｡ これはビール麦､ 種子麦を加えた面積で､

しかもナラシ対策加入面積を多めに見ている点で

高めのカバー率になっている｡ 理由は､ 麦類ナラ

シ対策拠出金が生産者１：国３の割合で資金造成

されるため､ 補てん金の不足が生じないように作

付面積を大目に計画しているためである｡ いずれ

にしても､ 95％以上は担い手でカバーできると見

込んでいる｡

さて､ これに対する系統農協の主な対応は､ ①

加入申請の代行を行うこと｡ 実績は申請件数1,088

のうち代行が1,020件となっている｡ さらに､ ②福

岡県では19年度から仮渡金制度がなくなることか

ら面積支払い (緑ゲタ) の範囲内でこれを農協の

自己資金で実施することにしている｡

4 今後の課題

選別的な経営政策を推進する上での大きな課題

をふたつだけ指摘しておこう｡ 第一は､ 経営政策

支援対象者とそうでない生産者との共存問題であ

る｡ 言い換えると､ 農地の貸しはがし問題である｡

麦類では表面化していないが､ 水稲と大豆では作

期が重なる｡ 最も恐れるのは､ 経営政策支援の対

象とはならなかった地権者が､ 農地の貸付けをや

めて米の生産目標数量配分を無視した米生産に走

ることである｡ そうなると､ 米価格は益々下落し､

借地によって規模拡大した農家であっても､ 経営

面積要件を満たすには裏作麦のための期間借地に

よる以外に方法はなく収入が減少せざるを得ない｡

皮肉にも､ 国が育成すべきとしている ｢効率的か

つ安定的な農業経営｣ が最も行き詰る結果になる｡

第二は､ 急激な構造政策推進によるJAの正組合

員資格喪失問題である｡ 担い手に農地をすべて集

積した土地持非農家では正組合員資格は喪失する

(農地保有合理化事業による場合は特例あり)｡ か

れらが准組合員として残ってくれればよいが､ こ

れを機会に組合員を脱退して出資金を引き上げる

となると信用事業の自己資本比率基準にまで影響

しかねない｡ 農業者年金基金法改正の際に､ 納め

た保険料の８割返還という改悪措置がとられた場

合でも､ 多くの脱退者が出たことを忘れてはなら

ない｡
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